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大豆栽培における麦類リビングマルチの定着条件に関する考察
一宮城県における先進事例を対象として一
農業経営経済学分野　宮　本　武　彰
The Economic Conditions of Wheat or Barley Utilizationas a Living Mulch in the Soybean
Cropplng:A Case Study of Preceding Farms ln Miyagi Prefecture
【目的】
近年,環境保全型農業-の取り組みは急速な広がりを見せている.今後,環境負荷をさらに軽
減させた持続的な農業を実現するためには,農業生産性の確保がなお重要な課題である.環境保
全型農業においては｢労働負担の増加｣ ｢収量や品質の不安定性｣ ｢資材コストの増加｣等が主な
問題点とされ,実用的な環境保全型生産技術･資材の開発が求められている.大豆栽培における
麦類リビングマルチ(LM)は生きた植物体をマルチ資材として利用するもので,省除草剤,管
除草作業を狙った新しい技術である.現在, LMは普及段階にあるが,圃場条件に左右され,大
豆が減収する等,効果が不安定な場合があり,単年で取り組みを中止する事例も散見される.そ
のため,さまざまな角度からの経済的評価が求められている.
本研究では, LMを継続的に利用している経営体を対象として, LMの利用実態の検討と慣行
栽培に対する収益性の検討を通じて, LMの定着条件を解明することを目的とする.
【材料と方法】
第一に,既存の環境保全型生産技術の分類形態を整理し,環境保全型技術としてのLMの特徴
を析出した.第二に,宮城県内の二つの経営体を対象として聞き取り調査を行い,圃場条件の違
いに留意しつつ,作付体系におけるLMの利用様式, LMの効果に対する経営体の評価･意向,
慣行栽培に対するLM栽培の収益性からLMの定着条件を検討した.
【結果と考察】
LMは換金作物の栽培と空間的な土地利用において競合せず,導入に際して必要となる労働,
費用,資材が少なく,栽培管理に特別なノウ-ウも必要ないことから,比較的導入しやすい生産
技術であると考えられた.また, LMは生物本来の機能を利用した技術であり,粗放化や大半の
BC技術とは異なる方向性を持つ環境保全型生産技術であると位置付けられた.
二つの調査事例では,いずれもブロックローテーションの中で水稲,麦類,大豆を作付しており,
LM用のくず麦を経営体内で調達し,農機具の汎用利用等の工夫によってLMの利用コストの発
生を抑制していた.また,両経営体ともLMを,生産費用低減を目的とした慣行資材の代替技
術と位置付けており,ある程度の除草効果が得られた段階で慣行の除草作業に切り替える等,環
境負荷の低減を第一義とせずに利用していた.なお,両経営体とも除草剤散布回数は地域慣行よ
り少なく, 10a当たり2,000-3,000円低い費用で大豆生産を実現していた.以上から, ①LM
用種子の低コストでの調達, ②既存の経営資源を用いたLM用種子の播種, ③慣行除草作業-の
適期切り替えがLMの定着条件であることが明らかになった.
LMの普及における最大の課題はLM用種子の低コストでの調達であり,くず麦の利用が現実
的である.ここで,くず麦の利用は除草剤との相対価格を低下させることから,麦類のLMは誘
発的技術進歩といえる.ただし,現在,収益性の低い麦類は,作付面積が大豆に比べて小さく,
LM用種子を調達するには不十分である.従って,麦類の作付を拡大することが今後の課題であ
る.
-77-
